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◆市町村税についてのお問い合わせ先
市 町 村 関係窓口 電 話 番 号 郵便番号 所 在 地

徳 島 市
鳴 門 市
小 松 島 市
阿 南 市
吉 野 川 市
阿 波 市
美 馬 市
三 好 市

税務事務所
税 務 課

〃
〃
〃
〃
〃
〃

（088）621－5111
（088）684－1207
（0885）32－2115
（0884）22－1114
（0883）22－2215
（0883）36－8713
（0883）52－5602
（0883）72－7614

770－8571
772－8501
773－8501
774－8501
776－8611
771－1695
777－8577
778－8501

徳島市幸町2丁目5
鳴門市撫養町南浜字東浜170
小松島市横須町1－1
阿南市富岡町トノ町12－3
吉野川市鴨島町鴨島115－1
阿波市市場町切幡字古田201－1
美馬市穴吹町穴吹字九反地5
三好市池田町シンマチ1500－2

勝浦郡
勝 浦 町
上 勝 町

税 務 課
税 務 課

（0885）42－1503
（0885）46－0111

771－4395
771－4501

勝浦町大字久国字久保田3
上勝町大字福原字下横峯3－1

名東郡 佐那河内村 住民税務課 （088）679－2114 771－4195 佐那河内村下字西ノハナ31

名西郡
石 井 町
神 山 町

税 務 課
税務保険課

（088）674－1115
（088）676－1115

779－3295
771－3395

石井町高川原字高川原121－1
神山町神領字本野間100

那賀郡 那 賀 町 税務保険課 （0884）62－1182 771－5295 那賀町和食郷字南川104－1

海部郡
牟 岐 町
美 波 町
海 陽 町

税務会計課
税 務 課
税務出納課

（0884）72－3410
（0884）77－3615
（0884）73－4153

775－8570
779－2395
775－0295

牟岐町大字中村字本村7－4
美波町奥河内字本村18－1
海陽町大里字上中須128

板野郡

松 茂 町
北 島 町
藍 住 町
板 野 町
上 板 町

税 務 課
〃
〃
〃
〃

（088）699－8715
（088）698－9803
（088）637－3117
（088）672－5983
（088）694－6807

771－0295
771－0285
771－1292
779－0192
771－1392

松茂町広島字東裏30
北島町中村字上地23－1
藍住町奥野字矢上前52－1
板野町吹田字町南22－2
上板町七條字経塚42

美馬郡 つ る ぎ 町 税務国保課 （0883）62－3111 779－4195 つるぎ町貞光字東浦1－3

三好郡 東みよし町 税 務 課 （0883）82－6304 779－4795 東みよし町加茂3360
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令和６年度　主な地方税法等の改正
◆個人住民税
　令和６年度分の個人住民税所得割額から、納税者及び配偶者を含めた扶養家族１人につき１万円の定額減税
が実施されます。
※納税者の合計所得金額が1,805万円（給与収入2,000万円）以下の場合に限ります。

　なお、ふるさと納税の特例控除上限額（所得割額の２割）等について、定額減税「前」の所得割額とします。

◆法人住民税・法人事業税
◎外形標準課税の適用対象法人の見直し
　外形標準課税の対象法人について、現行基準（資本金１億円超）を維持した上で、当分の間、前事業年度に
外形標準課税の対象であった法人であって、当該事業年度に資本金１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計
額10億円を超えるものは、外形標準課税の対象とされました。
※改正前に外形標準課税の「対象外」である法人及び改正後に新設される法人については、現行基準（資本金
　１億円超）や下記の100％子法人等への対応の基準に該当しない限り、外形標準課税の「対象外」です。
※令和７年４月１日以後に開始する事業年度から適用され、公布日前に外形標準課税の対象であった法人が、
　「駆け込み」で減資を行った場合で、上記の基準に該当するときは、外形標準課税の対象とする等の所要の
　措置が講じられました。

　また、100％子法人等への対応として、資本金と資本剰余金の合計額が50億円を超える法人等の100％子法人
等のうち、資本金１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が２億円を超えるものは、外形標準課税の対象
とされました。
※特別事業再編計画に基づくＭ＆Ａにより100％子会社となった法人等について、上記にかかわらず、買収から
　５年経過する事業年度まで外形標準課税の対象外とする特例措置が設けられました。
※上記改正により、新たに外形標準課税の対象となる法人に係る税負担の激変緩和措置が講じられました。
※令和８年４月１日以後に開始する事業年度から適用されます。

企業会計上の貸借対照表

補充的な基準

［資本金+資本剰余金］

10億円超

⇨外形対象法人

持株比率100％

項
目
振
替
型
減
資

資本準備金

その他資本剰余金

資本金［現行基準１億円超］

（子）資本金１億円以下、
［資本金+資本剰余金］2億円超

（親・外形対象法人）
［資本金+資本剰余金］50億円超

資
本
剰
余
金

６月分は徴収しません。

（例）給与所得に係る特別徴収の場合
　　　令和６年６月分は徴収せず、「定額減税「後」の税額を」令和６年７月分〜令和７年５月の11か月で均します。
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